
議案第 ２３ 号

平 成 ３１ 年 度

五所川原市工業用水道事業会計予算書



平成３１年度五所川原市工業用水道事業会計予算

（総　　　則）
第１条　平成３１年度五所川原市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
（１）
（２）
（３）

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入
第１款　工業用水道事業収益
第１項
第２項

支 出
第１款　工業用水道事業費用
第１項
第２項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４，４６９千円
は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３０４千円、過年度分損益勘定留保資金４，１６５千円で補てんするも
のとする。）。

収 入
第１款　資本的収入
第１項

支 出
第１款　資本的支出
第１項
第２項

給 水 事 業 所 数

営 業 外 収 益

２

千円
千円

㎥
㎥

２，１７７，７００

企 業 債 償 還 金 ２６，８７８

２５，７５７ 千円

千円

年 間 総 給 水 量
一 日 平 均 給 水 量

営 業 収 益

５，９５０

９６，９９７
千円
千円

６，３０７

１１３，１２４

営 業 外 費 用

千円
１０６，８１７

千円

１４，８２２ 千円

１１１，８１９

事業所

建 設 改 良 費

他 会 計 出 資 金 ２５，７５７ 千円

３０，２２６

千円
３，３４８

営 業 費 用
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（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）

（たな卸資産購入限度額）

第８条　たな卸資産の購入限度額は、１，２９７千円と定める。

平成３１年２月２８日提出

五所川原市長　　佐々木　孝　昌

１２，７２３ 千円職 員 給 与 費
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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平成３１年度五所川原市工業用水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

平 成 ３ １ 年 度 五 所 川 原 市 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

平 成 ３ １ 年 度 五 所 川 原 市 工 業 用 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

７

４

５

平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 工 業 用 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

６

２

３

１

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の

２ の 規 程 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書

平 成 ３ １ 年 度 五 所 川 原 市 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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備 考

工業用水道事業の経営活動全般から生ずる収益

主たる営業活動から生ずる収益

工業用水道給水料金

上記以外の収益

主たる営業活動以外の収益

長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

職員給与費に対する一般会計からの負担金

収 入

款

工 業 用 水 道
事 業 収 益

項 目 予定額 (千円）

１０６,８１７

長期前受金戻入 ６,１８２

１１３,１２４

給 水 収 益

６,３０７営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

雑 収 益 行政財産使用料ほか雑収入

そ の 他 の
営 業 収 益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

４

１

１

１　平成３１年度五所川原市工業用水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）

営 業 収 益

１２０

預金利息

１０６,８１６
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固定資産の資産減耗費用

金融及び財務活動に伴う費用

企業債利息に要する費用

消費税及び地方消費税に要する費用

原水の取り入れ、薬品、沈でん、ろ過並びに配水
池の維持及び作業に要する費用

配水管、同附属設備の維持に要する費用

４０,０７３

営 業 外 費 用

固定資産の減価償却費用

工業用水道事業の経営活動全般から生ずる費用

支 出

款

工 業 用 水 道
事 業 費 用

営 業 費 用

原水及び浄水費

備　　　　　　　　　　　　　　考

５０,３３４

５,４９５

総 係 費

減 価 償 却 費

５,４９０

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

項

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

９,３２７

資 産 減 耗 費 １,０００

予定額 (千円）

主たる営業活動から生ずる費用

目

１４,８２２

営業事務及び一般管理に要する費用

１００

９６,９９７

配水及び給水費

１１１,８１９
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備 考

建設改良及び企業債償還金に要する費用

建設改良に要する費用

備 考

企業債償還に対する収入

企業債償還に対する一般会計繰入金

津軽ダム建設負担金に対する企業債元金償還金分
の一般会計繰入金

(資本的収入及び支出）

施 設 費 ３,３４８

２６,８７８

企業債償還に要する費用

建設改良の財源に充てるために発行した企業債の
元金償還金

施設の改良及び機械装置等購入に要する費用

資 本 的 収 入

他 会 計 出 資 金

他 会 計 出 資 金 ２５,７５７

項

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金

目

３,３４８

２５,７５７

予定額 (千円）項 目

３０,２２６

予定額 (千円）

建 設 改 良 費

２５,７５７

収 入

款

支 出

款

資 本 的 支 出

２６,８７８
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

有形固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

引当金の増減額（△は減少）

小  計

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

一般会計又は特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高
２００，４６６

０

２３１，９０１

△２６，８７８

１

２２，７１３

３５，６００

△３，０４４

３１，４３５

１，０００

９，３２７

△６，１８２

△１

△２６，８７８

△３２０

２９

４４，９２６

△９，３２７

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

４０，０７３

１，０００

２５，７５７

２　平成３１年度五所川原市工業用水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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１　総　括

３　平成３１年度五所川原市工業用水道事業会計給与費明細書

手当の
内　訳

区　　　　分
扶養手当

066

勤勉手当

126 75

120 210

120

378 1,417 983 75

（千円）（千円） （千円）（千円）

前 年 度 378 1,351

（千円）

126

938

本 年 度

273

期末手当 寒冷地手当 通勤手当 児童手当

（千円）（千円）

14

時間外勤務

手　　　当

9,155

273 14

3,281

0 162 111

0 162

57 5,900

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員

0

10 2 57 5,900

10 2 57 6,062 3,309 9,428 3,295 12,723

10 2 57 6,062

（千円） （千円） （千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金区　　　　　　分

職　員　数

（人） （人）

0 0

10 2

本
年
度

前
年
度

比
１
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

合 計

12,723

法定福利費 合　　計
手　当 計

給　　　与　　　費

（千円） （千円） （千円） （千円）

3,309 9,428 3,295

3,198

12,436

12,436

3,198 9,155 3,281

287111

287

210

比 較 0 45 0 0 0
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３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

備 考

平均昇給率　１．３８％

職員の異動等に伴う減少分

支給率の改正による増加分

職員の異動等に伴う増減分

２３

１４２

△３

３６

７５

平均改定率　０．１８％

期末手当 ５
勤勉手当　  ３１
期末手当　　６１
勤勉手当　　１４

職 員
手 当

１１１

給与改正に伴う
増 減 分
そ の 他 の
増 減 分

４５歳１０月

区 分 行　政　職　(円） 単純労務職　（円）
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職　(円） 単純労務職　(円）

平成３０年１月１日現在 平 均 給 与 月 額

－

高 校 卒 １４８，６００ １４６，０００ １４８，６００

大 学 卒 １８０，７００ － １８０，７００

１４６，０００

(円） １５２，４００ ３７３，４００

平 均 給 料 月 額 (円） １５０，４００

平 均 年 齢 (歳） ２０歳４月 ４６歳１０月

(歳）

１６１，８００

１９歳４月

３７８，２００

平 均 年 齢

３３８，２００

区 分 行　政　職 単 純 労 務 職

平成３１年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円） １５９，８００ ３４２，５００

平 均 給 与 月 額 (円）

給 料 １６２

給与改定に伴う

その他の増減分

増 減 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

区 分 増減額 (千円） 増減事由別内訳 (千円） 説 明

２　給料及び手当の増減額の明細
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（級別の標準的な職務内容）

４　級

行 政 職 単 純 労 務 職

構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

１００．０

職員数（人）
区 分

部 長 参 事 課 長

７　級

級

５　級 １

４　級

２　級

３　級

６　級

５　級

１　級

計計 １ １００．０

１００．０１　級 １

３　級

２　級

１ １００．０

６　級 ４　級

１ １００．０

５　級７　級

５　級

４　級 ２　級

３　級

２　級

３　級 １　級

１　級２　級３　級４　級

１

計 １ １００．０ 計

１００．０

主 任

平成３１年１月１日現在

平成３０年１月１日現在

（３） 級 別 職 員 数

５　級６　級７　級

１ １００．０

１　級

区 分

行 政 職

単 純 労 務 職 技 能 技 師　・　技 能 主 事

主 事

― ―

課 長 補 佐 係 長
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（４） 昇　給

単 純 労 務 職区　　　　　　　　　　　　分 合 計 行 政 職

職 員 数

２昇給に係る職員数

２

２号給

(人)

(人)

号給数内訳
(人)

(人)

４号給

６号給

８号給

３号給

１

１

１

１

１

２

１００．０１００．０

１

(人)

１ １

１

１００．０

２ １ １

比 率(Ｂ)

８号給

１００．０

(人)

１号給

２号給

６号給

１００．０

３号給

４号給

(人)

(人)

１

／

(人)

（Ｂ）

１

(％)

昇給に係る職員数

／（Ａ）

号給数内訳

(Ｂ)

１号給

職 員 数（Ａ）

(人)

(人)

(Ａ)(人)

(人)

前
１
１
年
１
１
度

(人)

１００．０

(人)

（Ａ）

本
１
１
年
１
１
度

比 率(Ｂ)

１

(人)

１

(％)

１
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

20年勤続の者 25年勤続の者

有

有

有

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

４７．７０９

退 職 時

備 考

(2％～45％加算） 無

前 年 度

・職務の級に応じた調整額

備　　考

・定年前早期退職特例措置

２４．５８６８７５ ４７．７０９３．２７０７５

(月分） (月分）
区 分

(月分）

最 高 限 度

４．２０

４．２５

６月 (月分）

２．１２５

(月分）

２．０２５

区 分
支 給 期 別 支 給 率

一般会計の制度 ２．１２５

本 年 度 ２．１２５

特別昇給

支 給 率 計

１２月 (月分）

35年勤続の者

４７．７０９

・定年前早期退職特例措置

２．１２５ ４．２５

２．１７５

その他の加算措置等

無

支 給 率 等

(月分）

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３．２７０７５ ４７．７０９

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

住 居 手 当 同　　　　じ 無

通 勤 手 当 同　　　　じ 無
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平成27年度から

平成30年度まで
７０８

ソ フ ト ウ ェ ア 賃 借 料 平成32年度まで

金　　額 期　　間 金　　額 給水収益

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム
２,８３２ ２,１２４

平成31年度から
７０８

４　債務負担行為に関する調書

(単位：千円）

事　　　　　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支
左の財源内訳

期　　間

義務発生（見込）額 払義務発生予定額
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

（２）
イ
ロ

２
（１）
（２）

流 動 資 産 合 計 249,501
資 産 合 計 1,571,523

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 231,901
未 収 金 17,600

電 話 加 入 権 60
無 形 固 定 資 産 合 計 857,526
固 定 資 産 合 計 1,322,022

有 形 固 定 資 産 合 計 464,496
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 857,466

工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,424
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,303 121

機 械 及 び 装 置 521,616
減 価 償 却 累 計 額 △ 454,635 66,981

120,372
構 築 物 782,110
減 価 償 却 累 計 額 △ 509,045 273,065

５　平成３１年度五所川原市工業用水道事業予定貸借対照表

（平成３２年３月３１日）

資 産 の 部

（単位：千円）

建 物 219,677

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 3,957

減 価 償 却 累 計 額 △ 99,305

-15-



３
（１）

４
（１）
（２）
（３）

５
（１）
（２）

６

７
（１）

イ
ロ
ハ
ニ 当年度未処分利益剰余金 1,000

82,157建 設 改 良 積 立 金

935

利 益 積 立 金 79,603

資 本 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計 1,571,523

利 益 剰 余 金 合 計 175,507
剰 余 金 合 計 175,507
資 本 合 計 788,575

613,068

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 12,747

剰 余 金

782,948

資　　　　本　　　　の　　　　部

引 当 金
30,751

負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債 27,816
未 払 金 2,000

負　　　　債　　　　の　　　　部

企 業 債
固 定 負 債 合 計

617,675
617,675

固 定 負 債

134,522

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 454,355
収 益 化 累 計 額 △ 319,833
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１
（１）
（２）

２
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

３
（１）
（２）
（３）
（４）

４
（１）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

給 水 収 益 99,371

5,814

0

9,445

営業外収益

減 価 償 却 費 39,944

99,371
営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費 40,633

そ の 他 の 営 業 収 益

配 水 及 び 給 水 費 0
総 係 費

12,923

６　平成３０年度五所川原市工業用水道事業予定損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

資 産 減 耗 費 57 86,448
営 業 利 益

雑 収 益 3 6,309
営業外費用

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4
他 会 計 負 担 金 120
長 期 前 受 金 戻 入 6,182

支払利息及び企業債取扱諸費 9,787 9,787
経 常 利 益

△ 3,478

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 9,445

当 年 度 純 利 益 9,445

その他未処分利益剰余金変動額 0
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

（２）
イ
ロ

２
（１）
（２）

資 産 合 計 1,577,756

未 収 金 17,280
流 動 資 産 合 計 217,746

無 形 固 定 資 産 合 計 874,462
固 定 資 産 合 計 1,360,010

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 200,466

有 形 固 定 資 産 合 計 485,548
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 874,402
電 話 加 入 権 60

工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,424
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,303 121

減 価 償 却 累 計 額 △ 451,227 68,303

構 築 物 782,110
減 価 償 却 累 計 額 △ 492,479 289,631
機 械 及 び 装 置 519,530

土 地 3,957
建 物 219,677
減 価 償 却 累 計 額 △ 96,141 123,536

７　平成３０年度五所川原市工業用水道事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
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３
（１）

４
（１）
（２）
（３）

５
（１）
（２）

６

７
（１）

イ
ロ
ハ
ニ

資 本 合 計 761,818
負 債 資 本 合 計 1,577,756

当年度未処分利益剰余金 9,445
利 益 剰 余 金 合 計 174,507
剰 余 金 合 計 174,507

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 12,747
利 益 積 立 金 70,158
建 設 改 良 積 立 金 82,157

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計 140,704
負 債 合 計 815,938

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 587,311

流 動 負 債 合 計 29,743

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 454,355
収 益 化 累 計 額 △ 313,651

流 動 負 債
企 業 債 26,878
未 払 金 2,000
引 当 金 865

企 業 債 645,491
固 定 負 債 合 計 645,491

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
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注記

１ 重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 ４０年

機械及び装置 １５年

ロ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ダム使用権 ５５年

（３）引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職

給付引当金は計上していない。

ロ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

（１２月から３月までの４カ月分）を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リ－ス契約により使用する固定資産

（１）リ－ス会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 　１４１，５８８円

１年超 　０円

　計 　１４１，５８８円

３ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金８６５千円を使用する見込みである。
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